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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して 

       おりません。 

     ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

   ３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

   ４ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

前第１四半期 
連結累計(会計)期間

第63期
当第１四半期 

連結累計(会計)期間
第62期

会計期間
自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日

自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日

自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日

売上高 (千円) 7,079,537 8,272,596 42,059,535 

経常利益(△損失) (千円) △666,166 △111,319 1,936,997 

四半期(当期)純利益(△損失) (千円) △415,170 △109,139 2,222,475 

純資産額 (千円) 8,176,175 10,438,097 10,855,888 

総資産額 (千円) 40,846,541 40,292,906 54,910,581 

１株当たり純資産額 (円) 107.54 136.90 144.15 

１株当たり四半期(当期) 
純利益(△損失) 

(円) △5.74 △1.51 30.72 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 19.0 24.6 19.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 15,344,703 12,263,570 5,877,530 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △158,900 △1,186,834 △1,655,362

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △13,879,048 △11,268,399 △3,974,851

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 11,467,023 10,214,636 10,402,508 

従業員数 (名) 2,302 2,284 2,266 
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当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

平成22年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成22年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 2,284〔971〕

従業員数(名) 1,468〔673〕
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結会計期間における地理空間情報サービス事業の受注高、売上高の状況をセグメントご

とに示すと下記のとおりです。 

 なお、当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第４四半期連結会計期

間に完成する業務の割合が大きい季節変動があります。 

 当第１四半期連結会計期間から、新たに国内部門、海外部門にセグメント区分を行っております。 

   

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

   （単位：百万円／前年同期比：％）

 
前連結会計年度末

受注残高
受注高

前年 
同期比

売上高
前年 

同期比
当四半期連結会計
期間末受注残高

前年 
同期比

国内部門 12,789 15,128 17.4 7,581 13.8 20,337 0.8 

 公共 9,763 14,024 17.3 6,564 16.5 17,223 2.9 

 民間 3,025 1,104 18.8 1,016 △1.3 3,113 △9.5

海外部門 3,893 921 △41.5 691 66.0 4,123 39.2 

合計 16,683 16,049 11.0 8,272 16.9 24,460 5.7 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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財政状態及び経営成績の分析・検討は原則として四半期連結財務諸表に基づき行っており、なお、将来

に関する事項は本四半期報告書提出日現在における判断であります。 

なお、当社グループの主要市場である官公需は納品時期が年度末に集中しており、収益は期末に向けて

増加する季節的変動があります。 

  

(1)経営成績の状況 

当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日：以下「当会計期間」）の当

社グループは、様々な最先端の測量機材や技術と蓄積された豊富な課題解決力を融合して、お客様第

一主義の受注活動を推進中です。また、生産体制の再編を実施した後、継続して工程管理の徹底を推

進しており、生産の効率化に注力しております。 

 国内部門における当会計期間の受注高は、公共及び民間分野とも順調で、前年同期比17.4％増の

15,128百万円となりました。海外部門は、前年同期間において大型物件の受注があったことから前年

同期比41.5％減となりましたが921百万円となり、当会計期間の総受注高は前年同期比11.0％増の

16,049百万円となりました。当会計期間の売上高は順調な作業進捗により、前年同期比16.9％増の

8,272百万円となりました。 

 利益面につきましては、継続して実施しております生産工程の改革・改善・コスト管理の徹底によ

り、売上原価率が低減し、営業損益は前年同期比で735百万円改善し165百万円の利益（前年同期569

百万円の損失）、経常損益は為替差損の発生により111百万円の損失（前年同期666百万円の損失）と

なりましたが、前年同期比で554百万円改善しました。四半期純損益も前年同期比で306百万円改善し

109百万円の損失（前年同期415百万円の損失）計上となりました。 

なお、部門別の受注・売上につきましては「生産、受注及び販売の状況」をご参照願います。 

  

(2)財政状態の状況 

当会計期間末における総資産は40,292百万円となり、前連結会計年度末（以下「前期末」）より

14,617百万円減少いたしました。その主な要因は当会計期間に前期末営業債権の多くが回収されたこ

とから「受取手形及び売掛金」が前期末より15,839百万円減少したことによります。 

 負債合計は前期末比14,199百万円減少し、29,854百万円となりました。その主な要因は上記の債権

の回収資金で「短期借入金」を返済したことで10,849百万円減少し、さらに訴訟損失引当金1,770百

万円の減少や長期未払金が315百万円減少したことによります。 

 純資産合計は前期末より417百万円減少し、10,438百万円となりました。その主な要因は、当会計

期間の四半期純損失109百万円の計上や剰余金の配当により利益剰余金361百万円等が減少したことに

よります。 

 なお、株式会社三井住友銀行との訴訟は５月に和解金の支払を済ませ終結しております。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3)キャッシュ・フローの状況 

当会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、前四半期連結会計期間末に比べ

1,252百万円減少し、当会計期間末は10,214百万円となりました。 

 なお、前連結会計年度末に比べ187百万円減少しております。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

売上債権の減少16,881百万円（前年同期間は19,310百万円減少）や減価償却費328百万円（前年同

期間は357百万円）、仕入債務の減少2,180百万円（前年同期間は3,124百万円減少）や訴訟が解決し

たことによる和解金等の支払1,770百万円などがあり、当会計期間の営業活動により増加した資金は

12,263百万円（前年同期間は15,344百万円増加）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出511百万円（前年同期間は162百万円の支出）や新

規連結子会社の取得による支出690百万円などにより、当会計期間の投資活動により支出した資金は

1,186百万円（前年同期間は158百万円の支出）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

短期及び長期借入の返済（純額）10,891百万円（前年同期間は13,865百万円）や配当金の支払額

361百万円などにより、財務活動によって支出した資金は11,268百万円（前年同期間は13,879百万円

の支出）となりました。 

  

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 

  

(5)研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間における研究開発費の実績額は113百万円であります。 

  

(6)経営戦略の現状と見通し 

（国内部門） 

公共市場においては、地方公共団体を始めとする公共機関への事業支援は当社のコア事業であり、

引き続き安全で安心できる地域社会に貢献するために、その成果品やサービスの品質向上に努めると

ともに、徹底した業務の効率化と経費削減を継続し競争力を高め、利益確保に注力してまいります。

さらに、人工衛星等から取得する空間情報の解析から提供までの一貫したサービスを展開し、環境保

護や防災という視点を中心として事業を推進いたします。また、施設の維持管理やユビキタス事業等

の新しい技術を活用するプロジェクトについても、本格的な事業化に向けた活動を推進しておりま

す。 

 民間市場においては、今後も地理空間情報サービス事業の展開を加速させ、空間情報の取得から処

理・提供までの一貫したビジネスモデルを構築し、企業や個人のお客様を対象とした新たな事業の構

築等、事業規模の拡大に努めると同時に、開発ツールの整備と部品化をさらに推進し、生産工程管理

を徹底して利益率の向上を図ってまいります。 

（海外部門） 

海外市場においては、当社グループのネットワークと保有する最先端のセンシング技術・空間情報

処理技術を活用しながら、受注活動を積極的に展開してまいります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,030,995 

計 200,030,995 

種類
第１四半期会計期間末 

発行数(株) 
(平成22年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年８月12日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 73,851,334 73,851,334 
東京証券取引所 
市場第一部

単元株式数
1,000株

計 73,851,334 73,851,334 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
  

(千円)

資本金残高
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年６月30日 ― 73,851 ― 8,758,481 ― 425,968 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成22年３月31日現在の株主名簿により記載しており

ます。 

① 【発行済株式】 

平成22年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の「株式数(株)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１千株(議決権１

個)含まれております。 

   ２ 事業年度末現在の「単元未満株式」には、当社所有の自己株式211株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成22年３月31日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までに、役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,398,000 

― ― 

 
(相互保有株式)
普通株式  120,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 70,636,000 70,636 ― 

単元未満株式 普通株式 1,697,334 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 73,851,334 ― ― 

総株主の議決権 ― 70,636 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)  

㈱パスコ 
東京都目黒区東山
１－１－２ 1,398,000 ― 1,398,000 1.89 

(相互保有株式)  

㈱ＧＩＳ関東 
埼玉県さいたま市見沼区
東大宮４－74－６ 98,000 ― 98,000 0.13 

(相互保有株式)  

㈱ＧＩＳ東北 
宮城県仙台市若林区新寺
２－１－６ 22,000 ― 22,000 0.03 

計 ― 1,518,000 ― 1,518,000 2.05 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 198 212 209 

最低(円) 176 170 182 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計

期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第１四半

期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年

４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人に

より四半期レビューを受けております。 

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により平成22年

７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となりました。 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※2  10,214,636 ※2  10,402,508

受取手形及び売掛金 10,310,487 26,149,825

仕掛品 131,351 113,631

その他のたな卸資産 38,259 33,719

その他 2,766,430 2,410,759

貸倒引当金 △509,537 △545,003

流動資産合計 22,951,627 38,565,440

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※1  4,736,740 ※1  4,695,759

減価償却累計額 △1,993,506 △1,955,134

建物及び構築物（純額） 2,743,234 2,740,625

その他 6,734,484 6,143,510

減価償却累計額 △3,578,563 △3,520,190

その他（純額） 3,155,920 2,623,319

土地 ※1  5,471,617 ※1  5,488,392

リース資産 596,671 220,132

減価償却累計額 △222,216 △68,398

リース資産（純額） 374,454 151,734

建設仮勘定 205,512 197,826

有形固定資産合計 11,950,739 11,201,898

無形固定資産   

のれん 632,623 172,935

その他 2,124,970 2,143,528

無形固定資産合計 2,757,593 2,316,464

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  927,032 ※1  939,538

破産更生債権等 217,765 242,644

その他 ※2  1,801,091 ※2  1,957,770

貸倒引当金 △312,944 △313,176

投資その他の資産合計 2,632,945 2,826,778

固定資産合計 17,341,278 16,345,140

資産合計 40,292,906 54,910,581
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,870,169 3,887,375

短期借入金 ※1  1,414,501 ※1  12,264,000

リース債務 177,229 107,252

未払法人税等 70,814 195,981

訴訟損失引当金 － 1,770,818

賞与引当金 737,041 352,660

役員賞与引当金 － 6,200

工事損失引当金 26,228 647

その他 5,158,724 4,913,917

流動負債合計 9,454,708 23,498,852

固定負債   

長期借入金 ※1  19,010,289 ※1  19,000,000

リース債務 206,557 99,304

退職給付引当金 873,134 897,016

その他 310,118 559,519

固定負債合計 20,400,100 20,555,839

負債合計 29,854,808 44,054,692

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,758,481 8,758,481

資本剰余金 388,546 388,546

利益剰余金 1,268,228 1,739,531

自己株式 △484,591 △465,622

株主資本合計 9,930,664 10,420,936

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △41,720 14,833

繰延ヘッジ損益 △25,226 △24,872

為替換算調整勘定 37,877 16,226

評価・換算差額等合計 △29,069 6,187

少数株主持分 536,502 428,763

純資産合計 10,438,097 10,855,888

負債純資産合計 40,292,906 54,910,581
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 7,079,537 8,272,596

売上原価 5,879,767 6,235,539

売上総利益 1,199,770 2,037,056

販売費及び一般管理費 ※1  1,769,281 ※1  1,871,408

営業利益又は営業損失（△） △569,510 165,648

営業外収益   

受取利息及び配当金 10,501 11,186

受取賃貸料 27,203 28,084

雑収入 30,702 45,214

営業外収益合計 68,406 84,484

営業外費用   

支払利息 95,161 78,596

支払手数料 2,983 2,092

貸倒引当金繰入額 4,345 －

賃貸費用 19,218 28,872

持分法による投資損失 12,035 4,659

為替差損 3,023 210,782

雑支出 28,293 36,449

営業外費用合計 165,062 361,452

経常損失（△） △666,166 △111,319

特別利益   

固定資産売却益 － 12

貸倒引当金戻入額 80,438 75,725

その他 － 2,303

特別利益合計 80,438 78,041

特別損失   

固定資産除売却損 1,522 4,007

訴訟損失引当金繰入額 30,070 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 64,931

その他 4,556 3,640

特別損失合計 36,149 72,579

税金等調整前四半期純損失（△） △621,877 △105,857

法人税、住民税及び事業税 43,593 41,168

法人税等調整額 △245,534 △14,342

法人税等合計 △201,940 26,825

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △132,683

少数株主損失（△） △4,765 △23,543

四半期純損失（△） △415,170 △109,139
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △621,877 △105,857

減価償却費 357,650 328,558

減損損失 2,733 2,020

のれん償却額 23,865 17,857

長期前払費用償却額 143,251 97,418

持分法による投資損益（△は益） 12,035 4,659

賞与引当金の増減額（△は減少） 290,996 384,381

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △6,200

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,067 △26,595

貸倒引当金の増減額（△は減少） △64,152 △35,781

その他の引当金の増減額（△は減少） 24,785 25,579

受取利息及び受取配当金 △10,501 △11,186

支払利息 95,161 78,596

支払手数料 2,983 2,092

固定資産除売却損益（△は益） 1,522 3,994

為替差損益（△は益） △9,154 2,759

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 64,931

売上債権の増減額（△は増加） 19,310,083 16,881,945

たな卸資産の増減額（△は増加） 38,944 4,142

仕入債務の増減額（△は減少） △3,124,945 △2,180,379

未払又は未収消費税等の増減額 △73,235 △40,700

未払費用の増減額（△は減少） 178,388 △220,380

長期未払金の増減額（△は減少） △342,248 △341,629

その他 △684,565 △693,578

小計 15,552,790 14,236,649

利息及び配当金の受取額 7,863 12,982

利息の支払額 △80,295 △72,944

法人税等の支払額 △135,654 △142,297

訴訟和解金の支払額 － △1,770,818

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,344,703 12,263,570

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △47,583 △338,677

有形固定資産の売却による収入 6 13,384

無形固定資産の取得による支出 △115,215 △173,174

長期前払費用の取得による支出 △417 △12,899

ゴルフ会員権の売却による収入 3,400 －

貸付けによる支出 △67 △332

貸付金の回収による収入 9,651 7,268

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ △690,969

子会社株式の取得による支出 △2,500 △7,250

その他 △6,174 15,816

投資活動によるキャッシュ・フロー △158,900 △1,186,834
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △13,200,000 △10,785,566

長期借入金の返済による支出 △665,546 △106,182

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △11,423 △14,045

自己株式の取得による支出 △2,198 △939

自己株式の売却による収入 120 －

配当金の支払額 － △361,665

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,879,048 △11,268,399

現金及び現金同等物に係る換算差額 34,034 3,791

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,340,789 △187,871

現金及び現金同等物の期首残高 10,126,234 10,402,508

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  11,467,023 ※1  10,214,636
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 
  

 
  

【表示方法の変更】 

 
  

【簡便な会計処理】 

 
  

当第１四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日  至 平成22年６月30日)

１ 連結の範囲の変更 

 当第１四半期連結会計期間において株式取得によりAerodata International Surveys BVBAを連結子会

社としております。変更後の連結子会社の数は28社であります。 

２ 持分法適用の範囲の変更 

 当第１四半期連結会計期間において、持分法適用の関連会社であったWUHAN PERMANENT DIGIT-ALL 

DEVELOPMENT CO.,LTD.は休眠会社となり、四半期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないので持分法の適用範囲から除外しております。変更後の持分法適用関連会社の数

は４社であります。 

３ 会計処理の原則及び手続の変更 

(1) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公

表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10

日）を適用しております。 

 なお、これに伴う損益への影響はありません。 

(2) 「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。 

 これに伴い税金等調整前四半期純損失は67百万円増加しております。なお、営業利益及び経常損失に与え

る影響は軽微であります。 
(3) 「企業結合に関する会計基準」等の適用 
 当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「『研究開発費等に

係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年

12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用

指針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。 

 なお、これに伴う損益への影響はありません。 

 

当第１四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日  至 平成22年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第１四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。 

当第１四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日  至 平成22年６月30日)

１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 前事業年度決算において算定した貸倒実績率を使用して算定しております。 

２ 繰延税金資産の回収可能性の判断方法 

 前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化が無く、かつ、一時差異等の発生状況に大幅な変動がない

と認められるので、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する

方法によっております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

注記 
番号

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

注記
番号

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

１※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

   

担保付債務は次のとおりであります。 

   

建物 40,709千円

土地 292,485 

投資有価証券 292,400 

 計 625,594 

短期借入金 360,000千円

長期借入金 360,000 

１※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

   

担保付債務は次のとおりであります。 

  

建物 41,248千円

土地 292,485 

投資有価証券 322,672 

 計 656,405 

短期借入金 3,360,000千円

長期借入金 360,000 

２※２ 連結財務諸表提出会社(当社)は下記の資産を海

外請負業務全般に係る保証の担保として金融機

関に差入れております。 

現金及び預金(定期預金) 220,000千円

投資その他の資産のその

他（長期預金） 
200,000 

 計 420,000 

２※２ 連結財務諸表提出会社(当社)は下記の資産を海

外請負業務全般に係る保証の担保として金融機

関に差入れております。 

現金及び預金(定期預金) 220,000千円

投資その他の資産のその

他（長期預金） 
200,000 

 計 420,000 

３ 偶発債務 

(債務保証) 

下記の会社等の借入債務等に対し保証を行って

おります。 

個人住宅ローン等 314,395千円

GEO TECH CONSULTING 93,255 

 計 407,650 

３  偶発債務 

(債務保証) 

下記の会社等の借入債務等に対し保証を行って

おります。 

個人住宅ローン等 325,046千円

GEO TECH CONSULTING 108,055 

 計 433,102 

  ────────  (訴訟関連) 

 当社は平成17年10月31日、㈱三井住友銀行に
対して2,010,228千円の債務不存在確認の訴え
を東京地方裁判所に提起しました。 
 ㈱三井住友銀行は、第三者に対して貸付を行
い、その担保として第三者の当社に対する機器
売買代金債権を譲り受けたとして、上記売買代
金を支払うよう主張していたためです。 
 なお、上記に関し、㈱三井住友銀行より当社
に対し、平成17年12月５日に反訴が提起され
(譲受債権請求反訴事件）、その後、裁判上の
手続きにより両訴訟が一本化され、平成20年10
月31日に口頭弁論が終結し、平成21年３月27日
東京地方裁判所の判決がありました。 

(判決内容) 

１、反訴被告（㈱パスコ）は、反訴原告（㈱三
井住友銀行）に対し2,010,228千円及びうち
600,600千円に対する平成17年11月１日か
ら、うち1,409,628千円に対する同年12月１
日から各支払済みまで年６分の割合による金
員を支払え。 

２、訴訟費用は、補助参加によって生じた費用
を含め、反訴被告の負担とする。 

３、この判決は、仮に執行することができる。 
 当社といたしましては、相手方の責任を認め
ていない、誠に不本意な判決として、平成21年
４月６日に控訴手続きを執りました。 
 その後、東京高等裁判所において、数回の口
頭弁論手続き及び和解手続きを経て、平成22年
５月10日に1,750,000千円を支払うことで和解
合意に至りました。 
 なお、訴訟損失引当金には上記の和解金及び
訴訟関連費用1,770,818千円を計上しておりま
す。  
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(四半期連結損益計算書関係) 

第１四半期連結累計期間 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

注記 
番号

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
注記
番号

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳 

  

従業員給与手当及び賞与 775,383千円

貸倒引当金繰入額 10,880 

賞与引当金繰入額 101,914 

退職給付費用 79,361 

広告宣伝費 13,717 

家賃地代 75,013 

旅費交通費 109,590 

減価償却費 16,291 

のれん償却額 23,865 

１※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳 

従業員給与手当及び賞与 801,410千円

貸倒引当金繰入額 46,222 

賞与引当金繰入額 125,360 

退職給付費用 77,306 

広告宣伝費 16,893 

家賃地代 67,489 

旅費交通費 114,620 

減価償却費 18,143 

のれん償却額 17,857 

２ 当社グループの売上高は、納品が年度末に集中

する官公需の特殊性により第４四半期連結会計

期間に完成する業務の割合が大きいため、第

１、第２、第３四半期連結会計期間に比べ第４

四半期連結会計期間の売上高が増加する傾向に

あり、それに伴い業績にも季節変動がありま

す。 

２ 同左 

注記 
番号

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
注記
番号

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係（平成21年６月30日現在） 

   

現金及び預金勘定 11,477,023千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△10,000 

現金及び現金同等物 11,467,023 

１※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係（平成22年６月30日現在） 

 

現金及び預金勘定 10,214,636千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

─ 

現金及び現金同等物 10,214,636 
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(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日

至 平成22年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  
２ 自己株式に関する事項 

 
  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  
(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結

会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  
５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

剰余金の配当については、上記「４ 配当に関する事項」に記載しております。なお、この他に該当

事項はありません。 

  

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 73,851,334 

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,523,033 

(決議)
株式の
種類

配当金の 
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日 
定時株主総会

普通株式 361,665千円 5.0円 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

当社グループ(当社及び連結子会社)の行う地理空間情報サービス事業は、単一事業のため記載を省略

しております。 
  

【所在地別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

連結売上高に占める「本邦」の割合が90％を超えており、将来的にも重要性の基準を満たす可能性が

低いため記載を省略しております。 
  

【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

海外売上高は連結売上高の10％未満であり、将来的にも重要性の基準を満たす可能性が低いため記載

を省略しております。 

  
【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

 当社グループの事業は、地理空間情報サービス業務の単一事業であります。当社国内部門及び国内子会

社は、国や地方自治体等をお客様とする公共分野及びそれ以外をお客様とする民間分野の国内市場におい

て事業活動を行っており、当社国際部門及び海外の現地子会社が海外市場において事業活動を行っており

ます。それぞれ各市場に適した経営戦略を立案し、その事業活動を展開しております。 

 当社では、業績を市場別に区分、集計した資料に基づき取締役会等において、業績評価及び経営判断を

行っております。 

 したがって、当社グループは、販売体制を基礎とした市場別のセグメントから構成されており、「国

内」、「海外」の２つを報告セグメントとしております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

 
(注) １ セグメント利益の調整額△492,327千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。 

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費です。 
２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  
(追加情報) 

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

  (単位：千円)

 
報告セグメント 調整額 

（注１）

四半期連結損益
計算書計上額 
（注２）国内 海外 計

売上高   

  外部顧客への売上高 7,581,149 691,446 8,272,596 ─ 8,272,596 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

─ 181,894 181,894 △181,894 ─

計 7,581,149 873,341 8,454,490 △181,894 8,272,596 

セグメント利益又は損失 (△) 661,766 △3,790 657,975 △492,327 165,648 
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(金融商品関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日) 

受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金が企業集団の事業の運営において重要なものとな

っており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

 
※1 受取手形及び売掛金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。     

※2 短期借入金には、１年以内返済予定の長期借入金を含めておりません。 

※3 金融商品の時価の算定方法 

上記（１）から（３）の科目は短期で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格

によっております。 

  
(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり四半期純損失金額等 

 
  

   (注) １株当たり四半期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  （単位：千円）

科目
四半期連結貸借
対照表計上額

時価 差額 時価の算定方法

（１）受取手形及び売掛金 10,310,487  

   貸倒引当金 ※1 △473,075  

 9,837,412 9,837,412 ― ※3

（２）支払手形及び買掛金 1,870,169 1,870,169 ― ※3

（３）短期借入金 ※2 214,958 214,958 ― ※3

(平成22年６月30日) 
当第１四半期連結会計期間末

(平成22年３月31日) 
前連結会計年度末

１株当たり純資産額 136円90銭 １株当たり純資産額 144円15銭

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純損失（△） △5円74銭 １株当たり四半期純損失（△） △1円51銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
きましては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
きましては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。 

項  目
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第１四半期
連結累計期間

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第１四半期
連結累計期間

四半期純損失（△） (千円) △415,170 △109,139

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失（△） (千円) △415,170 △109,139

普通株式の期中平均株式数 (千株) 72,358 72,330 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年８月13日

株式会社パスコ 

取締役会 御中 

  

  

あずさ監査法人 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社パスコの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社パスコ及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 指定社員 
業務執行社員

公認会計士    杉 浦 宏 明  印 

 指定社員 
業務執行社員

公認会計士    西 野 聡 人  印 

※1 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

  2 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



  
平成22年８月12日

株式会社パスコ 

取締役会  御中 

  

  

有限責任 あずさ監査法人 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社パスコの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社パスコ及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    杉 浦 宏 明  印 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    西 野 聡 人  印 

※1 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

  2 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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